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確定給付企業年金法施行規則の一部
を改正する省令の公布について 

平成30年6月22日 No.465 

 本日、確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令※1が公

布されました。また、平成30年4月23日より開始されました意見

募集（パブリックコメント）に対するコメント※2も公表されまし

た。 

 内容は、「非継続基準の積立不足に伴い拠出すべき掛金（特例掛

金）の計算方法のうち積立比率方式による算出方法」の見直しに

ついてで、意見募集時の内容※3から変更はありません。 
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 公布された省令の内容 

※１  確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令 

  

項目 現行 公布された省令の改正内容 

【DB施行規則】 
（第58・59条） 

 
非継続基準抵触
に伴い積立比率
方式により翌々事
業年度から拠出 
する特例掛金 
の計算方法 

 積立比率方式により翌々事業年度
から特例掛金を拠出しようとする場
合は、①当事業年度の積立不足を
積立比率に応じて分割拠出する額と、
②翌事業年度に増加が見込まれる
積立不足額（最低積立基準額の増
加見込額から積立金の増加見込額
を控除した額）、の合計額を拠出しな
ければならない 

 左記②の翌事業年度に増加が見込
まれる積立不足について、①の当事
業年度の積立不足と同等に取り扱い、
積立比率の区分に応じて分割拠出
する額とする（※４） 

（経過措置） 

 平成31年3月31日以前に終了する
事業年度に係る決算においては、改
正前の規定によることができる 

（施行期日） 

 公布日（平成30年6月22日） 

※2  

※４   参考資料（厚生労働省作成）「積立比率方式の改正案イメージ」 

確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令案に関する御意見募集（パブリックコメント）の結果
について 

※3  三菱UFJ年金ニュースNo.462 

http://kanpou.npb.go.jp/20180622/20180622h07290/20180622h072900002f.html
http://search.e-gov.go.jp/servlet/PcmFileDownload?seqNo=0000175274
http://search.e-gov.go.jp/servlet/PcmFileDownload?seqNo=0000175274
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495180011&Mode=2
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495180011&Mode=2
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495180011&Mode=2
https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2018_145.pdf
https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2018_145.pdf
https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2018_145.pdf
https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2018_145.pdf
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意見募集（パブリックコメント）の結果の概要 

 

• 今回の改正によって、翌々事業年度から特例掛金を拠出する場合、当年度までに発生し

た積立不足と同様に、翌事業年度に増加が見込まれる積立不足についても積立比率の

区分に応じて分割拠出することになります。 

• 当該積立不足の増加見込額がマイナスの場合、算定される特例掛金の下限が上昇し、改

正前と比べて拠出負担が大きくなります。これについて、従前の取扱いを選択できるよう意

見提出がされておりましたが、本取扱いは認められませんでした。 

• 認められなかった理由としては、本改正は「当年度までに発生した積立不足」と「翌年度に

発生する積立不足」の拠出方法の不均衡を是正することが狙いであり、場合分けして拠出

方法を使い分けることは妥当ではないとの判断がなされたためです。 

 

以 上 


